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自
主
財
源
（
56
・
4
％
）

依
存
財
源
（
43
・
6
％
）

民生費
（34.1%）

教育費
（14.6%）

土木費
（12.9%）

総務費
（11.6%）

公債費
（8.5%）

衛生費
（8.3%）

消防費（4.4%）
農林水産業費（2.5%）
商工労働費（1.8%）
議会費（1.2％）

民生費

教育費

土木費

総務費

公債費

衛生費

消防費

農林水産業費

商工労働費

議会費

町民税

固定資産税

軽自動車税

町たばこ税

都市計画税

その他

国・県支出金

地方交付税

町税
45億6,254万円

その他

町債

歳出

歳入決算額歳出決算額

歳入

町　税
（39.2％）

その他（17.2%）

国・県支出金
（17.1%）

地方交付税
（12.2%）

その他（7.4%）

町債（6.9%）

21億3,108万円

20億2,523万円

1億143万円

2億1,127万円

9,353万円

20億414万円

20億29万円

14億2,501万円

8億5,709万円

8億70万円

37億4,909万円

16億644万円

14億1,998万円

12億7,040万円

9億2,974万円

9億1,240万円

4億8,430万円

2億7,890万円

2億167万円

1億3,228万円

分担金および負担金、使
用料および手数料、繰入
金、繰越金など

特定の事業の経費に充
てるために国や県から交
付されるもの

自治体間の財源不均衡
を補うため、国が国税5
税（所得税・法人税・消費
税・酒税・たばこ税）の一
定割合を自治体の財政
状況に応じて交付するも
の

地方譲与税のほか、地方
消費税交付金などの各
種交付金

町が建設事業などを行
うための財源として借入
れるもの（家計でいうロ
ーン）

児童福祉、障害者福祉、高齢者福祉な
どの社会保障に要する経費

学校教育、生涯学習、スポーツ振興、学
校給食などに要する経費

道路、河川、住宅、都市公園、下水道な
どの整備・維持管理、都市計画などの
まちづくりに要する経費

徴税、選挙、戸籍、統計調査、庁舎管理
や他の費目に属さない全般的な経費

町が借入れた地方債（借金）の返済に
要する経費

消防、救急活動、災害対策などに要す
る経費

農業や林業の振興に要する経費

商工業や観光、消費者対策などに要す
る経費

議員の報酬および費用弁償、委員会
の運営費など、主に議会活動に要する
経費

保健衛生や環境対策、ごみ処理対策
などに要する経費

1.一般会計決算の状況1.一般会計決算の状況1.一般会計決算の状況
※金額や比率は端数処理のため、合計で合わない場合があります。

平成28年度平成28年度平成28年度
　平成28年度における一般会計の歳入総額は、116億4,977万円、歳出総額は、109億
8,520万円となり、歳入から歳出を差し引いた形式収支は、６億6,457万円の黒字となり
ました。実質収支（形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源を除いたもの）は５億1,206
万円の黒字となり、このうち２億6,000万円を財政調整基金へ積み立て、残りの２億
5,206万円を翌年度へ繰り越しました。

総務課財政係☎ 64－7751（直通）

●決算とは…歳入歳出予算の執行結果のこと　●自主財源とは…町が自主的に収入できる財源　●依存財源とは…国や県などから交付される財源

116億4,977万円 自主財源 65億6,668万円
依存財源 50億8,309万円

109億8,520万円
（対前年度比 8.2％減） （対前年度比 8.2％減）

町税　12万円
支出　30万円

基本人口　36,678人
（平成29年3月31日現在）

一般会計

町民1人当たり町民1人当たり
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●年金生活者等支援臨時福祉給付金事業　7,430万円
●介護基盤等整備事業　3,200万円　●保育所運営委託事業　2億678万円
●児童虐待防止対策事業　144万円　●放課後児童クラブ事業　5,687万円
●予防接種事業　8,754万円　●地産米による乳幼児食育推進事業　87万円

1 健康・福祉分野

●小中学校空調設備新設事業　2億7,171万円
●小中学校教育・校務用コンピュータ整備事業　6,616万円
●英語指導助手（公立小中学校に配置）　3,223万円
●文化センター管理事業　7,606万円　●図書館資料整備事業　1,113万円
●成人式　106万円　●町民体育祭　257万円

2 教育・文化分野

●板井・根石公園整備事業　382万円　●クリーンセンター管理事業　3億767万円
●リサイクルセンター管理事業　7,628万円
●太陽光発電システム設置整備助成事業　720万円
●常備消防委託事業　4億799万円　●第１分団消防ポンプ車購入　2,222万円
●防犯カメラ設置事業　232万円　●消防署拡張事業　1,457万円

3 自然・環境・安全分野

●道の駅玉村宿　8,958万円　●農業振興地域整備計画事業　443万円
●創業者融資事業　55万円　●ぐるっとたまむら周遊事業　123万円
●消費生活センター　513万円　●ふるさとまつり　590万円
●花火大会　1,100万円　●産業祭　368万円

4 産業経済分野

●景観まちづくり事業　419万円
●文化センター周辺まちづくり事業　4億763万円
●路線バス対策事業　299万円　●町道220号線道路改良事業　2億1,645万円
●橋梁長寿命化修繕事業　3,195万円　●町営住宅管理事業　3,101万円

5 都市基盤分野

●協働によるまちづくり推進事業　92万円　●地域おこし協力隊　16万円
●住民活動サポートセンター　679万円　●オープンガーデン事業　15万円
●交流促進事業　269万円　●コンビニ交付サービス導入　3,280万円
●公共施設等総合管理計画策定事業　778万円
●地方公会計整備基礎データ作成事業　432万円

6 協働・行財政分野

平成28年度に実施した一般会計の主な事業

　決算については、総務課財政係（役場３階）、町立図書館、社会体育館、勤労者センターにある「平成28年
度玉村町歳入歳出決算書」をご覧ください。
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2.玉村町会計別決算状況・第三セクター決算状況2.玉村町会計別決算状況・第三セクター決算状況2.玉村町会計別決算状況・第三セクター決算状況

116億4,977万円
43億6,518万円
2億5,967万円
23億2,391万円

1,370万円
13億5,341万円
1億9,748万円
7億5,754万円

209億2,066万円

109億8,520万円
41億9,839万円
2億5,807万円
21億2,334万円

1,370万円
13億1,511万円
1億9,748万円
7億7,700万円

198億6,829万円

91.8%
101.3%
103.9%
106.4%
95.3%
91.0%
745.2%
100.5%
96.3%

91.8%
99.3%
103.8%
104.0%
95.3%
91.2%
745.2%
98.2%
95.7%

歳　　　入

決算額
会　　計　　別

対前年比 決算額 対前年比

歳　　　出

国 民 健 康 保 険
後 期 高 齢 者 医 療
介 護 保 険
介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業
下 水 道 事 業
宅 地 造 成 事 業

水　　　道　　　事　　　業

　平成28年度決算では、財政の硬直化傾向が懸念される結果となりまし
た。今後も厳しい財政状況が続くことが予想されるため、町民生活にと
って真に必要な事業を見極めながら、人口減少対策と健全な財政運営に
努めていきます。

　自治体の財政力の強弱を測る
指標で、国からの仕送りである
地方交付税（普通交付税）への
依存度を示します。１を基準に、
この指数が大きいほど財源に余
裕があるとされます。

　借金の程度を示す比率で、家
計でいえば、どの程度をローン
の返済に充てているかを示しま
す。20%が危険水準、15％が
その手前の警戒水準とされてい
ます。

　経常的な収入に対し、経常的
な支出がどの程度あるかを示し
ます。比率が大きいほど新たな
住民ニーズに対応できる余地が
なく、財政が硬直化しているこ
とを示します。

財政力指数　0.76財政力指数　0.76

1,200,000

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0
平成24年度

（単位：万円）

451,789 452,391

1,043,439

272,778

1,040,068

240,560

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

330,704330,704

964,495 963,593 978,518964,495 963,593 978,518

……地方債残高 ……基金残高

一 　 　 般 　 　 会 　 　 計

合 　 　 計

特
別
会
計

(H27年度：県内市町村平均90.8％）

公債費負担比率 11.2％ 経常収支比率 97.8％
(H27年度：県内市町村平均90.8％）(H27年度：県内市町村平均13.1％）(H27年度：県内市町村平均13.1％）(H27年度　県内市町村平均0.73％）(H27年度　県内市町村平均0.73％）

公債費負担比率 11.2％ 経常収支比率 97.8％

基金残高（町の貯金）・地方債残高（借金）の推移

財政の弾力性

貯金　  7万円

借金　28万円

町民1人当たり町民1人当たり
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3.健全化判断比率と資金不足比率3.健全化判断比率と資金不足比率3.健全化判断比率と資金不足比率
　自治体の財政状況が良好かどうかを示す指標として健全化判断比率が
あります。以下のとおり、いずれも早期健全化基準を下回りました。

一般会計において、標準的な年間収入に対する赤
字の割合を表す比率

町の全会計と関係する一部事務組合の会計において、標準
的な年間収入に対する借入金の返済額の割合を表す比率

町の全会計と関係する一部事務組合、第三セクターの会計において、
標準的な年間収入に対する将来負担すべき負債額の割合を表す比率

一般会計に各特別会計と公営企業会計を加えた全会計にお
いて、標準的な年間収入に対する赤字の割合を表す比率

3万円
813万円
5,500万円
0万円
23万円
0万円
0万円

6,339万円

6万円
1,091万円
5,500万円
0万円
22万円
1万円
0万円

6,620万円

200.0%
134.2%
100.0%
－　
95.7%
－　
－　

104.4%

879万円
744万円
3万円
67万円
22万円
246万円
494万円
3,645万円
239万円
0万円

6,339万円

882万円
726万円
1万円
63万円
23万円
247万円
388万円
3,565万円
236万円
489万円
6,620万円

100.3%
97.6%
33.3%
94.0%
104.5%
100.4%
78.5%
97.8%
98.7%
－　

104.4%

261万円
46,655万円
6,720万円
10万円

53,646万円

3,136万円
114万円
30万円
48万円

2,491万円
47,010万円

0万円
607万円
210万円

53,646万円

2,596万円
174万円
0万円
32万円

1,770万円
35,179万円
281万円
232万円
259万円

40,523万円

255万円
39,613万円
433万円
54万円

40,355万円

97.7%
84.9%
6.4%

540.0%
75.2%

82.8%
152.6%
0.0%
66.7%
71.1%
74.8%
－　
38.2%
123.3%
75.5%

1,155人 139人461ha

自主鑑賞事業費
ホール運営事業費
ボランティア活動事業費
共催鑑賞事業費
地域協働事業費
助成事業費
事業共通費

事業費

給与手当等
管理費 
補助金の返還
　　 　合　　　計

土地造成事業費

0万円
2万円
2万円

0万円
50万円
0万円
50万円
0万円
100万円

0万円
5,000万円
0万円

5,000万円

0万円
4,583万円
0万円

4,583万円

－　
　91.7%
－　
91.7%

0万円
3万円
0万円
0万円
0万円
3万円

－　
6.0%
－　
0.0%
－　
3.0%

0万円
4万円
4万円

－　
200.0%
200.0%

5,000万円 5,000万円 100.0%

特別損失

事業原価

農地利用集積円滑化事業（農地の貸し借りの仲介）

借入金借受人数 面  積

区　分

区　　分

貸 付 者

77件
159区画
－　

67万円
32万円

1,770万円

130,606㎡
13,189㎡
50ha

農業機械銀行事業（農業機械の貸し出し）
ふれあい農園管理事業
ホールクロップサイレージ（WCS）事業

件 数 等 面  積 金  額

合　　　計

農地利用集積円滑化事業
農業機械銀行事業
農業生産物等加工販売事業
ふれあい農園管理事業
ホールクロップサイレージ事業
道の駅事業
共通

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

④将来負担比率

資金不足比率は、次のいずれの会計においても資金不足は生じませんでした。

■公営企業会計の種類 …… 水道事業会計、下水道事業特別会計、宅地造成事業特別会計

27年度
28年度
27年度
28年度
27年度
28年度
27年度
28年度

赤字なし

赤字なし

14.04

19.04

25.0

350.0

20.00

30.00

35.0

－ 

3.7
3.6

9.6
3.2

早期健全化基準 年  度 玉村町 早期健全化基準 財政再生基準
（単位：％）

財政運営の深刻度
を示す

早期健全化基準がいわゆるイエローカー
ド、財政再生基準がレッドカードです。

自治体全体の財政運
営の深刻度を示す

資金繰りの危険度を
示す

将来の財政負担の
大きさを示す

資金不足比率※の状況　※公営企業会計において、事業規模に対する資金不足額の割合を表す比率

（公財）玉村町文化振興財団 ☎65－0600

（公財）玉村町農業公社 ☎64－3122

玉村町土地開発公社 都市建設課　  
☎64－7707




